介護休業規程
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（目　　的）

第　１　条　この規程は、介護休業及び介護のための介護休暇および時間外労働・深夜業の制限、所定労働時間の短縮措置等に関する事項を定めたものである。

（定　　義）

第　２　条　この規程において「介護休業制度」とは、介護を必要とする家族を有する従業　員が会社に申し出ることにより、介護のために一定期間休業する制度をいう。

（対 象 者）

第　３　条　介護休業の対象者は、要介護状態にある家族を介護する従業員で、介護のため　一定期間の休業することを希望し、会社に申し出た従業員とする。但し、次の従業員は対象外とする。

１．勤続年数1年未満の従業員

２．申出の日から93日以内に雇用関係が終了することが明らかな従業員

３．週の所定労働日数が２日以下の従業員
②　期間契約従業員は申し出時点において、次のいずれかに該当する場合には対象外とする。
１：入社１年未満の者

２：介護休業開始予定日から９３日を経過する日から６カ月を経過する日までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかである従業員
３．本規程における「要介護状態にある家族（以下対象家族）」とは、負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害により２週間以上にわたり、常時介護を必要とする状態にある次の者をいう。

　　　　　　　1）配偶者

　　　　　　　2）父母

　　　　　　　3）子

　　　　　　　4）配偶者の父母

　　　　　　　5）祖父母、兄弟姉妹及び孫

（休業の期間）

第　４　条　介護休業は、対象家族１人につき、3回を上限として通算93日間の範囲内で取得することができる。尚、通算93日には、同一対象家族が異なる要介護状態について取得した介護休業の日数を含む。

②　会社は、育児・介護休業規程法の定めるところにより介護休業開始予定日の　　指定を行うことができる。

（介護休業の申出の手続）

第　５　条　介護休業を希望する従業員は原則として開始予定日の２週間前までに介護休業申出書により管理業務部長に申し出るものとする。

②　会社は介護休業申出書を受け取るにあたり、必要最小限の範囲内で各種証明　　書の提出を求めることがある。

③　介護休業申出書が提出されたときは、会社は速やかに当該申出書を提出した　　従業員（以下、申出者）に対し、介護休業の開始予定日および終了日等につい　　て、書面にて通知するものとする。

（介護休業の申出の撤回）　

第　６　条　介護休業申出後に係る要介護状態にある家族を介護しない事由が生じた場合は　遅滞なく管理業務部長に申し出るものとし、併せて介護休業申出撤回届を提出する。

（介護休業中の処遇・取扱い）

第　７　条　介護休業期間中は休職とする。

②　介護休業期間中の賃金は支給しない。月の途中において介護休業が開始する　　場合および介護休業が終了する場合には、その月の賃金は、賃金規程第４条の　　規程により日割り計算によって支給する。

③　賞与については、賞与支給対象期間のうち、介護休業期間を欠勤として算定　　した出勤率に基づき支給する。

④　社会保険の被保険者資格は介護休業期間中も継続する。

⑤　賃金規程第５条の賃金から控除する項目については、毎月賃金支給日に本人　　に請求し、本人は翌月１０日までに会社宛に払い込むものとする。
（復　　職）

第　８　条　介護休業終了後は、原則として原職に復帰させることとする。但し、本人と協議のうえ他の職場、職務に配置することがある。

（年次有給休暇）

第　９　条　年次有給休暇については、出勤率は介護休業を取得した期間についても、出勤　したものとして算定する。

（勤続年数の算定）

第　10　条　介護休業期間は勤続年数に算入しない。

（介護休暇）

第　11　条　要介護状態にある家族を介護する従業員は、家族の介護、通院等の付き添い、　または対象家族が介護サービスの提供を受けるために必要となる手続きの代行等、その他、対象家族に必要な世話をするために、就業規則第19条に規定する年次有給休暇とは別に、４月１日から翌年３月31日までの１年につき５日（対象家族が２人以上の場合には10日）を限度として、介護休暇を取得することが出来る。但し、次の従業員は対象外とする。

１．勤続６ヵ月未満の従業員

２．週の所定労働日数が２日以下の従業員

②　介護休暇を取得しようとする従業員は、「介護休暇申出書」により管理業務　　　　　　部長に申し出るものとする。

③　介護休暇における処遇については、第７条同様に取り扱うものとする。

④　介護休暇は、1日、半日、1時間単位で取得することができる。
⑤　1時間単位の介護休暇は、始業時刻から連続又は終業時刻まで連続して取得す　　　　ることができる。
（所定外労働の免除）

第　12　条　対象家族を介護する者が申出た場合、会社は事業の正常な運営を妨げる場合を除き、所定労働時間を超えて時間外労働を命じないものとする。
但し、次の従業員は対象外とする。

１．勤続１年未満の従業員
２．週の所定労働日数が２日以下の従業員

②　所定外労働の免除は、1回の請求につき、1カ月以上1年以内とする。但し、請求により更新することができる。

③　請求の申出は免除開始予定日の1カ月前までに、所定用紙により管理業務部長に申出るものとする。
（時間外労働の制限）

第　13　条　対象家族を介護する者が申出た場合、会社は事業の正常な運営を妨げる場合を除き、１ヵ月24時間、１年150時間を超える時間外労働を命じないものとする。但し、次の従業員は対象外とする。

１．勤続１年未満の従業員

２．週の所定労働日数が２日以下の従業員

②　時間外労働の制限は、1回の請求につき、1カ月以上1年以内とする。但し、請求により更新することができる。
③　請求の申出は制限開始予定日の1カ月前までに、所定用紙により管理業務部長に申出るものとする。
（深夜業の制限）

第　14　条　対象家族を介護する者が申出た場合、会社は深夜業務を命じないものとする。但し、次の従業員は対象外とする。

１．勤続１年未満の従業員

２．週の所定労働日数が２日以下の従業員

②　深夜業の制限時間は1回の請求につき、１ヵ月以上６ヵ月以内とする。但し、　　請求により更新することができる。
③　請求の申出は制限開始予定日の１ヵ月前までに、所定用紙により管理業務部長に申出る。

（介護短時間勤務）

第　15　条　対象家族を有する従業員が、休業にかえて申出た場合には、１日１時間の範囲内で所定労働時間を短縮することができる。

　　　　　尚、短縮する時間は、本人の希望により30分もしくは1時間を選択でき、30分単位で始業・終業時刻を短縮できるものとする。但し、次の従業員は対象外とする。

１．勤続年数1年未満の従業員

２．週の所定労働日数が２日以下の従業員

②　短時間勤務を希望する者は、利用開始の日から３年の間で2回までの範囲で、短縮を開始しようとする日及び短縮を終了しようとする日を明らかにして、原則として、開始日の２週間前までに、介護短時間勤務届により管理業務部長に申出るものとする。　　　　　

③　短時間勤務期間は、所定内賃金を時間給換算した額に実働時間を乗じた額を　　支給する。

④　賞与は支給対象期間のうち時間短縮部分を除いて算定した出勤率に基づき支　　給する。

⑤　勤続年数の取り扱いについては、短時間勤務期間の実働時間を日数に換算し　　て、勤続年数に通算する。
（介護休業に関するハラスメントの防止）

第　16　条　全ての従業員は第１条から第１５条の制度の申出・利用に関して、当該申出・利用する従業員の就業環境を害する言動を行ってはならない。

②　前項の言動を行ったと認められる従業員については、就業規則４８条に基づき、懲戒処分を行う。
（その他）　　

第　17　条　その他、この制度に定めのない事項は、「育児・介護休業等に関する法律」に準　拠するものとする。
以上
59
1

